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補 正

予 算 額

△343,536,000

円

△343,536,000

0

地方公営企業法第24条
第３項の規定による支
出額に係る財源充当額

0

0

0

円

0

0

0

0

予 備 費 流用

増減

額

23,212,642,000

円 円

合 計

法第24条第３

24,161,202,000

小 計

815,176,000

25,412,551,000

区 分

支 出

第２項

予 算 額

円

△343,536,000

円

24,536,402,000

0

11,600,000 0

25,756,087,000

392,909,000

円 円

00

△386,800,000

43,264,000

826,776,000 △11,600,000

円

436,173,000

(1) 収益的収入及び支出

予 算 額

収 入

第１款

区 分

予 算 額

補 正

る支出額

項の規定によ
予 算 額

当 初

支 出 額

地方公営企業

営 業 収 益

営 業 外 収 益

第１項

円

23,556,178,000

予 算

予 備 費

令 和 ６ 年 度 神 奈 川 県 流 域

12,523,421,000

11,032,757,000

12,179,885,000

11,032,757,000

当 初

流域下水道事業収益

0

0

第３項

第１款

第１項

第２項

流域下水道事業費用

営 業 外 費 用 0

営 業 費 用
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 仮払金 1,898円）

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書　 

不 用 額 備 考

(うち、消費税及び地方消費税

22,814,364,260

（うち、消費税及び地方消費税預り金12,092,971,263

備 考

1,096,226,438円)

537,988円)

33,000,000

△254,361,680

地方公営企業

（うち、消費税及び地方消費税預り金

る繰越額

10,778,395,320

円

法第26条第２

額

円

2,631,186,740

合 計

815,176,000

決算額の増減

22,871,366,583

1,726,047,033

項の規定によ

る繰越額

△86,913,737

決 算 額

予算額に比べ

0

円 円

円 円

△341,275,417

89,963,707

0

0

346,209,293

0

33,000,000

1,074,592,457円）

0

22,468,154,967

815,176,000

 仮払金

(うち、消費税及び地方消費税0

項の規定によ

円

25,445,551,000

24,194,202,000

436,173,000

決 算 額

0

地方公営企業

法第26条第２
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0

0

円

0

円

1,562,855,000

3,111,468,161

2,242,468,161

補 正

予 算 額
小 計

第３項

負 担 金

△531,000,000

第２項

1,921,000,000

831,608,000

5,251,879,000

△553,147,000

△22,147,000

△1,934,645,000

第４項 2,116,002,000

1,390,000,000

7,079,550,000

869,000,000

0

第１項 企 業 債

資 本 的 収 入第１款

(2) 資本的収入及び支出

収 入

△3,040,939,000

円

予 算 額

10,120,489,000

区 分

円円

予 算

額に係る財源充当額

条の規定による繰越

出額

当 初

予 算 額

当 初 地方公営企業法第26

0

予 算 額

0 0

流用 地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続
費逓
次繰
越額

小 計

3,317,234,000

809,461,000

円 円円

区 分

円

予 算 額

支 出

第５項 雑 収 入 0 0

円円

補 正 予備

費支

0 0

0

4,351,814,193

6,773,270,000

0

4,351,814,193

2,023,096,000

0

8,796,366,000

2,023,096,000

0

9,814,209,000

0 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額（翌年度繰越額に係る財源充当額1,664,117,907円を除く）
資金1,683,407,336円及び繰越工事資金1,240,641,482円で補塡した。

他会計補助金

国庫補助金

増減

額

△3,040,939,00011,837,305,000

△3,040,939,000

第１款

第１項

資 本 的 支 出

企業債償還金

建設改良費

第２項
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0

5,910,611,869

決 算 額

円円

翌年度繰越額に係る財源充当額
2,000,000円、翌年度繰越額に
係る財源充当額（未収分）
1,106,000,000円

翌年度繰越額に係る財源充当額
1,158,303,180円

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続
費逓
次繰
越額

合 計
不 用 額

（うち、消費税及び地方消費税
　預り金　142,077,689円）

0

1,562,855,000

116,869,110

(うち、消費税及び地方消費税
　仮払金　498,465,779円）

円 円

7,933,706,945

11,125,084,193 0

5,097,604,138

5,097,604,138

0

5,097,604,138

5,097,604,138

2,023,096,000

円円

002,023,095,076

13,148,180,193

210,730

1,562,855,000 0

210,730

備 考

翌　 年　 度　 繰　 越　 額

0

円

0

0

△2,327,522,781

△94,960,347 翌年度繰越額に係る財源充当額
8,303,179円

0

0

円円

6,662,745,76310,191,018,161

3,232,179,3805,559,702,161

1,153,000,000

714,500,653

△3,528,272,398

△1,106,000,000

809,461,000

2,259,000,000

額

円

備 考

予算額に比べ

決算額の増減合 計
決 算 額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

合 計

0

116,868,186

924

2,935,079,089円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,030,271円、当年度分損益勘定留保

翌年度繰越額に係る財源充当額
495,511,548円、翌年度繰越額
に係る財源充当額（未収分）
2,327,486,231円
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　　円 　　円 　円

１

(1) 10,041,084,585 

(2) 955,660,240 10,996,744,825 

２

(1) 173,306,272 

(2) 10,878,606,714 

(3) 10,050,471,481 

(4) 291,178,043 21,393,562,510 

３

(1) 1,993,239,578 

(2) 2,649,021 

(3) 8,658,242,188 

(4) 101,204,065 10,755,334,852 

４

(1) 302,943,395 

(2) 12,309,772 

(3) 43,264,000 358,517,167 

0 

0 

0 

0 当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

一 般 会 計 繰 出 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

管 渠 、 ポ ン プ 場
及 び 処 理 場 費

経 常 利 益

10,396,817,685 

営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

営 業 損 失

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

10,396,817,685 

令和６年度神奈川県流域下水道事業損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

当 年 度 純 利 益

科 目 金     額

営 業 収 益

営 業 費 用

市 町 負 担 金

市 町 負 担 精 算 金

職 員 費
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資本金

他 会 計 補 助 金 国 庫 補 助 金 市町建設負担金 受贈財産評価額
資 本 剰 余 金
合 計

10,847,834,339 1,468,843,606 10,173,179,258 3,624,905,445 76,892,059 15,343,820,368

0 △761,526 △9,869,339 △2,459,191 0 △13,090,056

0 △761,526 △9,869,339 △2,459,191 0 △13,090,056

0 △761,526 △9,869,339 △2,459,191 0 △13,090,056

10,847,834,339 1,468,082,080 10,163,309,919 3,622,446,254 76,892,059 15,330,730,312

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,847,834,339 1,468,082,080 10,163,309,919 3,622,446,254 76,892,059 15,330,730,312

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

　　（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら　　

剰 余

資　　本　　剰　　余　　金

令 和 ６ 年 度 神 奈 川 県 流 域 下 水 道 事 業 

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

議 会 の 議 決
に よ る 処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

資 本 剰 余 金
の 取 崩

当 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益
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   令 和 ７ 年 ３ 月 31 日 ま で ）　 （単位：円）

未 処 理 欠 損 金
利 益 剰 余 金
合 計

△13,090,056 △13,090,056 26,178,564,651

13,090,056 13,090,056 0

13,090,056 13,090,056 0

13,090,056 13,090,056 0

0 0 26,178,564,651

0 0 0

0 0 0

0 0 26,178,564,651

 剰 余 金 計 算 書

金

資本合計利　　益　　剰　　余　　金
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令和６年度神奈川県流域下水道事業剰余金処分計算書

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

10,847,834,339 15,330,730,312 0

0 0 0

処分後残高 10,847,834,339 15,330,730,312 0

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

当年度末残高

議会の議決による処分額

-10-



令和６年度神奈川県流域下水道事業貸借対照表

（令和７年３月31日）

  円   円   円   円

１

 (1)

ア 18,619,004,771 

イ 29,911,031,205 

6,194,138,632 23,716,892,573 

ウ 118,991,395,904 

29,636,918,372 89,354,477,532 

エ 62,061,216,991 

23,250,386,237 38,810,830,754 

オ 8,277,833 

5,811,744 2,466,089 

カ 76,289,336 

35,863,285 40,426,051 

キ 15,918,814,807 

186,462,912,577 

186,462,912,577 

２

 (1) 2,766,581,102 

 (2) 3,835,339,563 

 (3) 836,904,273 

7,438,824,938 

193,901,737,515 

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工具、器具及び備品

金     額

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

科 目

車 両 運 搬 具

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資 産 の 部

固 定 資 産

資 産 合 計
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　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円

３

 (1) 18,946,604,147 

 (2)

ア 46,176,028 

46,176,028 

 (3) その他固定負債 1,556,468,576 

20,549,248,751 

４

 (1) 1,799,174,028 

 (2) 1,735,410,584 

 (3)

ア 50,076,701 

50,076,701 

 (4) 2,215,497,175 

5,800,158,488 

５

 (1)

ア 28,622,019,783 

7,041,066,909 21,580,952,874 

イ 118,416,992,378 

31,959,267,393 86,457,724,985 

ウ 42,915,098,198 

10,234,342,273 32,680,755,925 

エ 913,055,070 

259,499,665 653,555,405 

オ 776,436 

0 776,436 

141,373,765,625 

141,373,765,625 

167,723,172,864 

金　　　　　　　　　　　　　    額

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

市 町 建 設 負 担 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

そ の 他 収 入

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計

科　　　　　　目

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債
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　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　円

６

10,847,834,339 

７

 (1)

1,468,082,080 

10,163,309,919 

3,622,446,254 

76,892,059 

15,330,730,312 

15,330,730,312 

26,178,564,651 

193,901,737,515 

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

エ

ア

科　　　　　　目

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

資 本 金 合 計

国 庫 補 助 金

市 町 建 設 負 担 金

他 会 計 補 助 金

金　　　　　　　　　　　　　    額

イ

受 贈 財 産 評 価 額

ウ
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令和６年度神奈川県流域下水道事業注記表

Ⅰ　重要な会計方針

　1　 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

定額法による。ああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

・主な耐用年数ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

建物　　　　　　　　８年～50年あああああああああああああああああああああああああああ

構築物 10年～50年あああああああああああああああああああああああああああ

機械及び装置 ４年～50年ああああああああああああああああああああああああああああ

車両運搬具 ２年～６年ああああああああああああああああああああああああああああ

工具、器具及び備品　２年～20年ああああああああああああああああああああああああああああ

　2　 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末の退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見

　込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。あああああ

　3　 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。あああああああああああああああああああああ

Ⅱ　貸借対照表関連

　1　 企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は19,686,511,119円である。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　流域下水道事業では、当該事業のみ実施しており、事業全体を１つのセグメントとして区分している

ため、記載を省略している。あああああああああああああああああああああああああああああああ

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　1　 リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を行うものとする。あああああああああああああああああああああああ

Ⅴ　その他の注記

　1　 引当金の取崩し

(1) 退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金599,657円を取り崩した。

(2) 賞与引当金の取崩し

令和６年６月に、令和５年12月分から令和６年３月分の賞与を支給するため、賞与引当金45,619,001

　円を取り崩した。
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